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減災・復興支援技術プロジェクトユニットの目的と活動

被災地支援・受援を効率化する組織と技術の研究を行う「組織」プロジェクトエリアでは、災害直後の被災状況に関する情報の迅速な
収集と解析を「災害空間情報解析ユニット」が分担し、「減災・復興支援技術ユニット」は、それらの情報を活用して，資源，人員の活用
によって減災・復興を進める方法を明らかにするための「モデリング・計算・デザインの技術」を研究する。
2019年度は、南海トラフ地震津波，2019年10月台風19号水害を念頭に置き，不確実かつ時々刻々変化する状況下の資源，人員の活
用を支援するための研究を，複数の科研費1）2）の支援を受け他機関研究者との共同研究として進めた。

災害時機能を考慮した公共施設の更新計画の研究

2019年度の活動による成果

災害リスクを考慮したインフラマネジメントの研究

将来の災害に貢献できること
自然災害の発生時には、被害を免れた限られた施設や資源の制約の下で対応
を取らざるを得ないため、災害時の機能を考慮して公共施設や道路などの配置
計画・運用計画を作っていくことが求められる。本ユニットが開発する「モデリン
グ、計算、デザインの技術」により、災害時の機能の考慮を確実にできる。

【外部資金】1) 学振科学研究費 挑戦的研究(萌芽)H29-31「嫌悪施設の包摂的立地による地域防災力向上への挑戦」(代表:奥村，分担：平野，井内，佐々木etc)
2) 学振科学研究費 基盤研究（B）H29-31「先進的技術による緊急支援物資ラストマイル輸送システムの構築」(代表 花岡伸也(東工大)，分担:奥村etc)

【査読論文】3)須ヶ間淳,奥村誠:多機能公共施設の更新戦略最適化, 2019.10,都市計画論文集, 54(3), pp.758-765. 
4）須ヶ間淳,奥村誠:公共施設の削減方針が洪水避難場所に与える影響, 2019.12,土木学会論文集 D3,75(5),pp. I_223-I_232.
5）櫻谷慶治,水谷大二郎,小濱健吾,貝戸清之,音地拓:高速道路斜面災害に対する降雨時通行規制基準値の設定方法, 2019.4, 土木学会論文集F6,75(1), 
pp.12-30.
6) Daijiro Mizutani: Reduction of seismic risk of infrastructure via daily management works, International Association for Bridge and Structural Engineering 
(IABSE) Congress, Session D.4, New York, USA, 2019.9.

【口頭発表】 7)奧村誠,森合一輝:緊急時資産退避作業のゲーム論的検討,平成31年度東北地域災害科学研究集会,2019.12.27,山形大学.

交通事業者の災害時資産の退避行動の研究

地震による破損リスクを考慮したインフラの点検・更新計画の研究5)

・ 高度成長期に作られた社会インフラ施設の経年劣化に備え、この10年ほどで、数理
的な点検・補修戦略決定モデルの研究が進展してきた。

・施設の老朽化により施設が使用不能になる可能性のみを考えてきたモデルを拡張し、
供用期間中の災害の発生による機能停止の影響を考慮する方法を提案し、国道の橋
梁のゴム支承の点検・更新戦略を計算した。

洪水避難機能を考慮した学校施設の更新・廃止計画の研究3）4）

奥村 誠・水谷大二郎（コアメンバー）,杉浦元亮・平野勝也・井内加奈子（サブメンバー）

図 ２つの更新施策（1：事後更新vs２：予防更新）における最適点検間隔と総費用の比較

図 経年劣化による健全度変化の想定

施策 施策１ 施策２

考え方 事後更新 予防更新

想定す
る政策

使用不能（健全
度４）になった時
点で更新

健全度３になっ
た時点で更新

表 ２種類の更新施策の想定

地震リスクあり地震リスクなし

経年劣化のみであれば，

点検間隔を長くして事後更新す
るのが有利

供用期間中に地震により，劣化
が進んだ施設が破損するリスク
がある場合，点検間隔を短くとり
，予防更新を行って，健全度４の
状況にならないように回避するこ
とが有利となる．

図 小中学校の通学距離と
避難条件のトレードオフ

図 交通事業者の意思決定樹

・耐用年数を迎える小中学校の更新・廃止を検討する際、平常時の通学利便性と同時
に水害発生時の住民の避難場所の機能も考慮すべきと考えて、最適更新・廃止計画
の策定方法を提案した。

・施設の床面積を平常時の複数の機能と災害時の複数の機能に割当てる際に、各機能
ごとの床面積として、需要に比例する変動部分と、固定的に必要となる部分を考慮
していることが特徴的である。

収容不可能な避難者の比率

緊急時資産退避作業のゲーム論的検討7)

途中時点で退避に変化 退避しないまま，時間が経過
逡巡するうち打つ手がなくなる状況

図 時間の経過に伴う事業者の最適戦略の変化

TYPE2TYPE1

2019年10月の台風１９号水害で，北陸新幹線，福島交通バスなど，交通事業者の資産に甚大な被害が
生じ，車両などの資産を早期に退避させる必要性が指摘された．一方，早期の退避作業はサービスの中
段や災害後のサービスの再開を困難にする負の影響を持つ．これらを考慮して，どのような場合に資産退
避戦略が選択されるかをゲーム理論を用いて分析した．
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図 更新戦略A，B，C，Dにおける5期目の施設配置・床面積と避難可能地域区分

図 初期の小中学校の床面積と人口分布
（S県K市における計算例）
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 割引率∆は標準的年割引率 0.03 に基づき，1 期 10 年に合わせて ∆= (1 + 0.03) ≈ 0.74 とし
た．維持・建替え予算額 Bは，川越市の公共施設の整備・更新経費が年間約 30～40 億円であり，
本研究が対象とする小・中学校の床面積の合計が，同市の公共施設総床面積の約 35％であるこ
とを踏まえ． = ∑ δ (30億円× 10年間 × 35％) ≈3,140,000[万円]とした．施設の維持費
用単価は ＝16,000[万円/期]，更新費用単価は ＝35[万円/㎡]とした． 
 居住地・施設間距離 , , は，座標から求めた直線距離を基本に，小学校は 4km，中学校は 6km を
超える場合に，20km 分のペナルティを加えた．避難距離は水害発生地域アンケートで 93%の世帯
が徒歩避難の限界距離と答えた 1km を基準に，近ければ 0 遠ければ 1 を設定した．式(13)(14)
の左辺は，1km の範囲にある学校の
非水没面積では受け入れできない避
難者数を意味する．床面積当りの利
用可能人数は， ＝ 0.11 [人/㎡]， 
＝ 0.08 [人/㎡]， ＝ 1.0 [人

/㎡]と設定した．  
 立地点別の最大建設可能床面積

は，初期時点の現存床面積の 3
倍とした．避難場所用途の非有効床
面積 , は初期時点の 1 階当たり床
面積に想定浸水深に対応する水没階
数を乗じて設定した．小・中学校の
最大・最小床面積は学年当りのクラ
ス数の制約を勘案して設定した． 
④ パレート最適解の計算結果 
 まず機能 3（避難場所）を考えずに，
総通学距離の最小化の計算を行った
際の機能 3 の評価値は 177,786 人
となった．そこでこの値に倍率 を
乗じて式（14）の右辺の達成水準値
とする． 
その上で倍率 の値を 1.00 から

表-3 操作変数一覧 
操作変数名 変数 種類 単位 
居住地別・ 
用途別・施設別の 
利用（通学）人数 

, , ,  ∀ ∈ , ∈  
∈ , ∈  連続 人 

居住地別・避難先
別の避難人数 , ,  ∀ ∈ , ∈  

∈  連続 人 

施設の総床面積 ,  ∀ ∈ , ∈  連続 ㎡ 

用途別の 
施設の床面積 , ,  ∀ ∈ , ∈  

∈  連続 ㎡ 

避難場所に使用可 
能な非水没床面積 ,  ∀ ∈ , ∈  連続 ㎡ 

期別の施設有無 ,  ∀ ∈ , ∈  0-1  

期別・用途別の 
施設有無 , ,  ∀ ∈ , ∈  

∈  0-1  

期別・用途別の 
非水没床の有無 ,  ∀ ∈ , ∈  0-1  

表-4 定式化一覧 
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表 最適施設更新計画モデルの定式化表 最適施設更新計画モデル
の操作変数


